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検討の目的

大規模建築物群

問題解決策と技術基準の検討

交通施設等との関係も含め、災害時の連携、調整に関する計画の

あり方や、関係者が協力し一体的に取り組むための方策を検討

想定を超えた事態の発生

大規模災害

（地震 火災 水害）（地震・火災・水害）



検討課題

１．下記についての技術基準の作成

・避難空地

・食料・生活用水等の備蓄のための空間

２．街区総合防災計画ガイドラインの作成

３．街区防災計画のケーススタディ
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検討の方法

１．関連規定の状況把握

・地域防災計画について

・消防計画について

・公共施設、旅客施設管理者、公益事業者等との連携・協
定について

・国内外における事例について

２．技術基準の内容の検討

３．街区総合防災計画のケーススタディ及びガイドライン
作成



地域防災計画について

●調査対象

・東京23区+大阪市+川崎市+横浜市東京 大阪市 崎市 横浜市

●調査結果

・いくつかの区で大規模建築物、超高層建築物に対する特別な防いくつかの区で大規模建築物、超高層建築物に対する特別な防
災対策の記述がある。

・避難空地、避難場所の確保を求めているもの1自治体。

・帰宅困難者、エレベータやインフラが停止した高層建築物などに
対して備蓄を推進するという記述あるもの5自治体。

・いずれも具体的な大きさや、位置などの仕様については定めてい
ない。

・ターミナル駅等交通拠点に対して災害時の混乱防止対策を行うこ
とは、ほとんどの自治体で記載がある。



消防計画について

●調査対象

・平成21年6月に改正された消防法に定める消防計画成 年 月 改 消防法 定 消防計画

●調査結果

・改正によって、大規模・高層建築物等の管理権限者は地震災害
等火災以外の災害に対応した防災計画の作成も義務付けられた。

・防災管理者による管理の視点から当該建物の性能がどのような防災管 者 る管 視点 当該建物 性能 うな
ものであるかを把握し、その建物が災害を受けたときにどのような
状況になるかを想定して、それに対応する計画を考える 。

・管理の視点からの計画であり、建物ハードに関する事項を主体と
する地域防災計画とは基本的 す 分けが 能する地域防災計画とは基本的にすみ分けが可能。



参考となる基準について

●調査対象

・国内外における避難空地、備蓄倉庫の参考事例

●調査結果

・米国の消防関連法規では、屋外に避難場所を確保することが述
られ るが 性能 大きさ 詳細な基準 されべられているが、その性能や大きさについて詳細な基準は示され

ていない。

・米国では備蓄の必要なことはBCP(業務継続計画)の観点から奨

励する規定が多く見られるが 備蓄倉庫の確保については特に基励する規定が多く見られるが、備蓄倉庫の確保については特に基
準や規定類は見いだすことができなかった。

・東京23区のうち中央、港、渋谷、豊島、板橋の各区では、集合住
宅に対して備蓄倉庫を指導要綱、条例で義務付ける動きがある。宅に対して備蓄倉庫を指導要綱、条例で義務付ける動きがある。

位置や大きさに関する具体的な規準もある。



避難空地の技術基準のまとめ

●短期の滞在を想定した場合の避難空地

短期=本格的な避難場所や自宅などへ移動するまでの数時間

①地震 火災を想定した場合①地震・火災を想定した場合

②水害を想定した場合

●長期の滞在を想定した場合

長期=就寝を伴う7日以下程度

③地震を想定した場合③地震を想定した場合



避難空地の技術基準のまとめ

短期の滞在を想定した避難空地 対象 地震 火災

設置対象施設 ・延べ面積 100,000㎡を超える建物。(申請単位が別でも、結果的に一体的

な街区をなす場合はそれらの合計の延べ面積とする)

短期の滞在を想定した避難空地 対象：地震、火災

・倉庫、工場の用途の建物は除く。

大きさ ・すべての在館者を収容できる面積を2㎡／人として算定し確保すること。

・周辺の状況に応じ周辺街区からの避難者の収容も考慮する 。

災害から避難者を守
る

・火災、地震からの安全 D:建物と対象の水平距離(m)
①屋外空間 ・輻射≦1ｋＷ/㎡ H:倒壊、落下物の高さ(m) 

・落下物・飛来物 D＞a√H a:定数 補足資料参照

②屋内空間 防火 され る と②屋内空間 ・防火区画されていること。

・火災による煙が進入しない措置がとられている。

・輻射≦1ｋＷ/㎡ 内壁の温度上昇≦10K
・落下物 倒壊物がないこと落下物、倒壊物がないこと。

③そこへ到る避難経路

・避難者が煙にさらされないこと。

・避難者が熱にさらされないこと。 10)2(
0

2 ≦dtr
te

−∫
・落下物、倒壊物がないこと

情報伝達 ・避難場所へいたる経路で避難者を音声や画像で避難場所へ誘導する装置を設
置すること。

避難指示や 災害 状況を音声や画像により伝達する装置を設置する と

0

・避難指示や、災害の状況を音声や画像により伝達する装置を設置すること。

・避難者からの連絡を音声や文字情報で受信できる装置の設を設置すること。



避難空地の技術基準のまとめ

設置対象施設 ・延べ面積 100,000㎡を超える建物。(申請単位が別でも、結果的に一体的

短期の滞在を想定した避難空地 対象：水害

な街区をなす場合はそれらの合計の延べ面積とする)
・倉庫、工場の用途の建物は除く。

・ハザードマップ等による想定水位において、マウンドアップ、防水堤、防水
扉などにより建物内に水が侵入しないような措置をした建物は除く扉などにより建物内に水が侵入しないような措置をした建物は除く。

大きさ ・地下及び1階の在館者を収容できる面積を1㎡／人として算定し確保するこ
と。

災害から避難者を守る ・水害からの安全

①避難空間 ハザードマップ等による冠水時の想定水位を十分上回る

位置に空間があること。

②そこへ到る避難経路 廊下水位30cm、階段越流水位20cmを超える

前に避難対象者がすべて2階へ避難できること。

情報伝達 ・避難指示や、災害の状況を音声や画像により伝達する装置を設置すること。

・避難者からの連絡を音声や文字情報で受信できる装置の設置を設置する
ことこと。



避難空地の技術基準のまとめ

設置対象施設 ・延べ面積 100,000㎡を超える建物。(申請単位が別でも、結果的に一体的

長期の滞在を想定した避難空地 対象：地震

な街区をなす場合はそれらの合計の延べ面積とする)
・倉庫、工場の用途の建物は除く。

大きさ ・品確法の耐震等級1の建物 全居住者に対して 3.5㎡/人
品確法 耐震等級 建物 階 上 全居住者 対 ㎡ 人・品確法の耐震等級2,3の建物 6階以上の全居住者に対して 3.5㎡/人

・屋内空間の場合は2㎡/人・帰宅困難者の想定人数に対応した面積

災害から避難者を守る ・地震による二時災害としての火災からの安全

①屋外空間 落下物 飛来物 D＞ √H①屋外空間 ・落下物・飛来物 D＞a√H
②屋内空間 ・落下物、倒壊物がないこと。

③そこへ到る避難経路 ・落下物、倒壊物がないこと。

D:建物と対象の水平距離(m)D:建物と対象の水平距離(m)
H:倒壊、落下物の高さ(m)
a:定数 補足資料参照

情報伝達 ・避難指示や、災害の状況を音声や画像により伝達する装置を設置すること。

・避難者からの連絡を音声や文字情報で受信できる装置の設置を設置するこ
と。

被災者への生活支援 ・仮設トイレの設置できる空間を確保すること。



避難空地の技術基準のまとめ

テントの設置を想定した場合の避難空地面積について



避難空地の技術基準のまとめ

落下物の影響範囲に関する考え方

出 典 式 根 拠 H=50 H=100 H=200出 典 式 根 拠 H 50 H 100 H 200 

1 総合設計の公開空
地の落下物曲線

1/2√H(m)
H=建物高さ(m) 

根拠不詳総合設計の公開空地
の安全判定式として用いられて
いる。

3.53 5.00 7.07 
いる。

2

高層建物の地震時
の頂部ゆれの最大
速度を2.5m/sと想定
して算出

1.12√H(m)
H=建物高さ(m)

地震時のゆれによる落下を想
定しているので現実に近い。 7.91 11.20 15.83 

して算出

3

建築物の総合防火
設計法安全率を1.0
とする(出典の建築

2.25√H(m) H=
建物高さ(m)

火災時の噴出気流の速度5m/s
として放物線で算出。安全率1
倍火災を原因としているので火

15.91 22.5 31.83 (
物の総合防火設計
法では2.0) 

建物高さ(m) 倍火災を原因としているので火
災状況によって退避が可能。

安全率2倍 4.50√H(m)
建物高

安全率として2倍しているので
数

31 82 45 00 63 66
(原案通り) H=建物高さ(m) かなり大きな数字となる。

31.82 45.00 63.66 

4
外壁タイル貼りの耐
震診断と安全対策
指針

1/2H(m)  
H=建物高さ(m)

根拠不詳建物高さの半分とし
ており高層建物では相当大き
な範囲が含まれることになる

25.00 50.00 100.00 
指針 H 建物高さ(m) な範囲が含まれることになる。



食料・生活用水等の備蓄のための空間の技術基準のまとめ

対象：水害、地震

設置対象施設 ・延べ面積 100,000㎡を超える建物。(申請単位が別でも、結果的に一体的

な街区をなす場合はそれらの合計の延べ面積とする)
・倉庫、工場の用途の建物は除く。

大きさ ・集合住宅の居住者数と帰宅困難者の想定人数に対応した面積を確保する。

・面積は対象人数が必要とする3日分の水、食料等が収容できる面積とする。
(0.02㎡/人)

火災からの安全
災害から備蓄物資を守る

・火災からの安全

保管場所及びそこに至る経路は防火区画すること。

・水害時に被害を受けない

ハザードマップ等による冠水時の想定水位を十分上回る位置に空間がザ ドマップ等による冠水時の想定水位を十分上回る位置に空間が
あること。

・地震時に倒壊、損傷を受けない構造

保管場所及びそこへ至る経路の設備、壁、天井、建具などの部材は
1 0Gの水平地震力に対し損傷がないようにする1.0Gの水平地震力に対し損傷がないようにする。

※必要面積については、人が最低限の生活を維持するに必要な一日当たりの水、食料の量、

水3リットル/日、食料1200kca/日 の3日分をカンパンに換算したものの梱包寸法から上積み高さ1.8m 水 リッ ル 、食料 分を ン ン 換算したも 梱包寸法 ら 積み高さ
必要通路面積60%増しで想定した結果0.02㎡/人と言う値を得た。



街区総合防災計画ガイドライン

●街区総合防災計画とは

大規模建築物群として 災害に備えた総合的な防災方策をとりま・大規模建築物群として、災害に備えた総合的な防災方策をとりま
とめたもの

●街区総合防災計画ガイドライン

・街区総合防災計画に記載すべき内容 検討すべき内容 シミュ・街区総合防災計画に記載すべき内容、検討すべき内容、シミュ
レーションの方法を示し、街区総合防災計画作成の指針となるも
の。の。



街区総合防災計画ガイドライン
１ 街区全体および建物単体の計画１.街区全体および建物単体の計画

1-1.街区の概要

1 2 防災計画上の特徴1-2.防災計画上の特徴

・大規模な複合建築物としての建築防災上の特徴

防災計画 方針・防災計画の方針

・火災対策の概要

震災 策 概・震災対策の概要

・水害対策の概要

２．避難計画

2-1 火災時2 1.火災時

2-2.震災時

2-3.水害時



街区総合防災計画ガイドライン
シナ オ

例：水害時の避難
200年に１度の水害(最大値）

シナリオ２

洪水最高水位の設定（GL＋ 5.0 ｍ）

マウンドアップ高さの設定（ｈｍ＝1 4 ｍ）

NO

200 秒

洪水水位
＜ マウンドアップ高さ

異変認知時間：ｔ１ ＝

マウンドアップ高さの設定（ｈｍ 1.4 ｍ）

200 秒
外部水位上昇時系列計算

災害情報伝達

秒地 各階 水位 時系列計算

流入量の時系列計算

異変認知時間：ｔ１ ＝
（地上水位10㎝）

意思決定時間：ｔ2＝

B2階

180　秒

階 オフィスＸ棟

45
44

579 秒
66　秒

123　秒

B2各階の水深=30㎝

階避難時間Tc＞

地下各階の水位の時系列計算

避難困難になる時間：Tc ＝ 階段入口
滞留時間：ｔ4＝

　B2階
歩行時間：ｔ3＝

44
43 ：業務ゾーン避難導線
42
41 オフィスＹ棟 ：複合ゾーン避難導線
40
39 ：浸水階
38
37 ：避難場所（屋内：２階以上）
36 オフィスＺ棟
35
34
33
32
31 1467 秒

751　秒

ｔ１＋ｔ２＋ｔ3＋ｔ4＝
569　秒

地上４階までの
歩行時間：ｔ5＝

階避難時間Tc＞
t1＋ｔ2＋ｔ3＋ｔ4

１階階段の水位計算(扉の設定：全閉鎖）

避難困難になる時間：Tｓ ＝ 階段出口
261 秒31

30
～
10
9
8 ホール・グランドロビー
7
6
5 商業施設等
4
3 人工地盤 人工地盤
2 ▼ ▼
1 －－－→ －－－→ －－－→ －－－→ －－－－－－－→

秒

合計避難人員数の算定

ｔ１＋ｔ２＋ｔ５＋ｔ６＝ 1392　秒
Tｓ＞

t1＋ｔ2＋(ｔ3＋ｔ4＋ｔ5)

階段越流=20㎝' 滞留時間：ｔ6＝
261　秒

地下階避難時間

B1 －－－→ －－－→ －－－→ －－－→ －－－－－－－→
B2 －－－→ －－－→ －－－→ －－－→
B3 －－－→ －－－→ －－－→ －－－→
B4 －－－→ －－－→ －－－→ －－－→

694 人

必要面積

Ts 1467 秒 ＞　　Tｈ 1392 秒 694 ㎡ 807 ㎡

ＯＫ

参考文献：地下街等浸水時避難計画策定の手引き　(財)日本建築防災協会 H16.5

OK

≦

合計避難人員数の算定



街区総合防災計画ガイドライン
３ 周辺地域との関係３．周辺地域との関係

・周辺街区，隣接ビル等の状況

周辺地域との連携・周辺地域との連携

４．管理運営と防災マニュアル

中央管理室（防災セ タ ） 役割と連携・中央管理室（防災センター）の役割と連携

・維持管理の方法および体制

交通機 連携５．交通機関との連携

・周辺交通機関の状況

・交通機関との連携

６．その他

・必要に応じ高度な防災対策のための建築計画、管理計を記載

-家具の転倒防止について特別な方策を行う場合

-エレベータ閉じ込めの講習を受けた自営消防組織による
救助



モデルスタディ

●都内の大規模開発2例についてスタディ

・駅前立地の複数等からなる高容積率の開発駅前 複数等 高容積率 開発

●スタディ結果から●スタディ結果から

・空地については、大地震時の全館避難が必要な場合、敷地
内では収容しきれず周辺の広域避難場所などへの移動が必要
になる。

その場合、他ビルからの流出者との調整など、さらに大きな
地域でとらえた混乱防止対策が必要となる。

・備蓄について、技術基準にもとづいて必要面積を算出する
と数百㎡の備蓄のためのスペ スが必要になると数百㎡の備蓄のためのスペースが必要になる。



モデルスタディ

混雑による混乱

災害外力災害外力

建築物群 道路 公園

混雑による混乱

敷地内 敷地外

建築物群 道路 公園

災害外力災害外力

建築物群 道路 公園

敷地内 敷地外

建築物群 道路 公園

敷地内 敷地外

滞在空地不足

建築物群 道路 公園

行政からの避難場所は使えないため 滞在空地・備蓄物資不足

建築物群 道路 公園

敷地内 敷地外

建築物群 道路 公園

敷地内 敷地外

建築物群 道路 公園



今後の課題

1. 下記を含む街区総合防災計画作成の手引き書の作成

・災害発生時の街区内避難者の管理計画災害発 時 街 避難者 管 計画

・街区総合防災計画における高度な防災計画

・公共施設、旅客施設管理者、公益事業者等との協定公共施設、旅客施設管理者、公益事業者等との協定

・防災情報伝達に関する検討

2. 食料等の備蓄、避難空地の確保に関する基準案のシミュ
レーション

3.街区総合防災計画の内容についての既成市街地への検証街区総合防災計画 内容 既成市街地 検証


